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労働条件の決定と変更

労働時間・休日・休暇・賃金・退職金など、労

働条件は企業と労働者の基本関係を構成するもの

である。そのため、労働条件は原則として、当事

者たる労使双方の合意によって始めて成立する。

しかし、一度決定された労働条件であっても、�
企業業績の悪化、�人事制度の変更、�労働者の
懲戒事由該当など、何らかの理由によって、やむ

を得ず下方修正を迫られる場合がある。

その時に、経営者・人事マンなど、現場担当者

の最大の関心事といえば、�不利益変更はどの範
囲まで許されるのか、�実務上、不利益変更を課
す場合に注意すべきポイントとは何か、であろう。

不利益変更には合理性が必要

そもそも不利益変更とは、労働条件の変更によっ

て企業が労働者の既得の権利を奪い、労働者に不

利益な状態を強要することを指す。そして、不利

益変更は企業が一方的に課すことは許されない。

特に賃金に関する労働条件については、労働者の

生活と密接な関係を持っていることから、不利益

変更をする場合は、相当の理由がなければ許され

ないとされている。

一方、労使間個別の労働条件（＝雇用契約）と

は別に、企業には労働者一体を拘束する就業規則

という労働条件も存在する。換言するなら、就業

規則は、�労働者を一定の秩序のもとに組織的に
就労させ、�労働条件を統一的かつ画一的に定め
る契約と言えるだろう。そして、この就業規則を

不利益に変更する場合でさえ、企業には厳しい要

求が課されている。

まず、手続き的な要請事項として、就業規則を

変更する場合は、�労働者からの意見聴取、�労
働基準監督署への届出、�労働者への周知の３要
件を具備することが求められている。�の意見聴
取については、文字どおり労働者から意見を聴く

だけでいいのであって、あくまで同意や協議まで

は必要とはされていない。しかし、万一労使紛争

に発展した場合は、労使間の変更交渉過程も変更

合理性を見極めるうえでのポイントとなってくる

ため、企業には誠実かつ慎重な対応が求められる。

そして、手続きの前提としての実体的な要請事

項として、就業規則による労働条件の変更につい

ては、次の５つの事情に照らして合理的であると

きに初めて有効になるとされている。

�労働者の受ける不利益の程度、�労働条件の
変更の必要性、�変更後の就業規則の内容の相当
性、�労働組合等との交渉の状況、�その他の就
業規則の変更に係る事情。

労働条件の不利益変更における実務ポイント

企企業業をを取取りり巻巻くく環環境境がが年年々々変変化化すするる昨昨今今、、激激化化すするる競競争争社社会会のの中中でで生生きき残残りり、、そそししてて成成長長すするるたためめ

にに企企業業ははココスストト削削減減ににししののぎぎをを削削りり、、内内部部統統制制でではは労労働働条条件件ををははじじめめ、、賃賃金金・・評評価価制制度度のの見見直直ししやや就就

業業規規則則のの変変更更をを余余儀儀ななくくさされれてていいるる。。労労働働条条件件やや就就業業規規則則のの見見直直ししはは企企業業側側のの要要請請にによよるるももののででああるる

がが、、労労働働者者ににととっっててはは不不利利益益なな変変更更ととななるる場場合合がが出出ててくくるる。。本本稿稿でではは、、労労働働条条件件のの不不利利益益変変更更をを行行っっ

たた場場合合にに労労使使間間ののトトララブブルルへへ発発展展ししなないいたためめのの実実務務ポポイインントトをを探探っってていいききたたいい。。
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すなわち、就業規則の変更の必要性および変更

内容の両面から、労働者が被ることになる不利益

の程度を考慮したとしても、なお労使関係におけ

る法的規範性を是認できるだけの合理性が必要と

されている。

合理性の判断基準と不利益変更手続き

問題かつ、実務を難しくしているのは、労働条

件の不利益変更が合理的か否かの判断基準である。

仮に行き着くところまで行き着き、裁判で争われ

る場合は、労使間の変更交渉過程もさることなが

ら、そもそも変更につき、不利益を許容し得るだ

けの客観的合理性があったかどうかが問われるこ

とになるからである。

合理性の判断は、特殊な場合を除けば、一般に

代償措置たる交換条件が必要になってくるのであっ

て、それが不利益変更事項をカバーし得るものに

なっているのかがポイントとなる。例えば、�定
年制度を延長する代わりに賃金水準を引き下げる、

�ハイリターンな昇給を可能ならしめる賃金制度
を導入する代わりに、ハイリスクなマイナス昇給

もあり得る、といった具合である。

そして、合理性についての判断をさらに悩まし

いものにしているのが、�不利益変更事項と代償
措置事項が、必ずしもフィフティ：フィフティの

関係になっていることまでが要求されているわけ

ではないこと、�ケース・バイ・ケースによって
裁判で白黒がはっきりされるがゆえに、こういう

最低水準をクリアしていれば合理性ありとされる

基準といったものが存在するわけではないという

ことである。

従って、実務上、やむを得ず不利益変更を断行

せざるを得ない場合は、最低限、以下に整理する

順序たる手続きを踏み外すことなく丁寧に辿るこ

とが求められる。何よりも大事なのが、労働者に

不利益を課す以上は、企業の誠意と努力を労働者

に理解してもらうことである。

仮に一方的な不利益変更であっても、終局的に

は従業員の同意を得れば、実務上の問題は生じな

い場合もあるが、そう上手く事が運ぶことはまず

ないことを断っておきたい。

【就業規則変更手続きの基本フロー】

� 現状把握
現状の労働条件や会社の状況を現行の就業規

則の内容と確認する
� 変更目的および必要性の確認

不利益変更を労働者に納得してもらえるだけ
の合理的な理由および必要性があるかを確認す
る

� 同業他社の動向や労働条件、過去の判例等の
情報収集

� 不利益を被る労働者の範囲や程度の確認
変更後、どれくらいの労働者にどの程度の不

利益が及ぶかを確認し、場合によっては不利益
の程度を調整する

� 労働組合または労働者に対し事前説明と十分
な話し合いを行う
事前に変更の必要性や会社の状況について説

明と話し合いの場を設ける
� 代償的措置、その他労働条件の改善を検討

代償的措置や経過措置を行うことが可能かを
検討し、具体的に試算等を行い、労働者への開
示資料を作成する

� 変更内容の再確認
変更後の就業規則内容を確認し、変更目的や

必要性を満たしているか、法令上問題はないか
等を確認する

� 労働者への説明、周知、意見聴取および変更
同意の確認
不利益変更について説明会を開き、労働者へ

周知徹底する。なるべく、変更内容の同意確認
について「同意書」をもらうようにする

	 所轄労働基準監督署への届出
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